
































































新生活保設法制定当時 (1950年12月末現在）、保設施設は 6種類（養老・救護・ 更生・宿所提供・
医療保護・授産）、 774施設あり、このうち更生施設は保護施設全体の 8%(64施設）、救護施設は 2%
(13施設）、最も多い授産施設は33%(257施設）であった（小山1975: 469-472)。その後、保護施設
数は新法制定時の 4割にまで減少、更生施設も徐々に減少してきた（図 1)。2017年10月 1日現在、
保護施設は合計291施設あり、更生施設は 7% (21施設）、救護施設64%(186施設）である％更生施
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